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Ⅰ．はじめに
　インクルーシブ教育が国際的・国内的な課題となっており，
日本を含め世界各国がインクルーシブ教育の実現に向けて，
多種多様なアプローチを展開している（Meijer, Soriano, & 
Watkins, 2017）。その一方で，日本ではインクルーシブ教育シ
ステムの構築に向けて，実践を担う教員がどのような専門性を
求められているのであろうか。また，教員がその専門性を身に
付け，高めるために教員養成を担う大学は何を求められるので
あろうか。インクルーシブ教育システムの構築に向けて教員養
成段階で何が求められ，インクルーシブ教育が授業においてど
のような内容で教えられているのかを明らかにすることは，今
後インクルーシブ教育システムを構築していくうえで重要であ
る。
　中央教育審議会（2012）による「共生社会の形成に向けたイ
ンクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進
（報告）」（以下，報告と略す）では，「インクルーシブ教育シ
ステム構築のため，すべての教員は，特別支援教育に関する一
定の知識・技能を有していることが求められる。特に発達障害
に関する一定の知識・技能は，発達障害の可能性のある児童生
徒の多くが通常の学級に在籍していることから必須である。こ
れについては，教員養成段階で身に付けることが適当である
が，現職教員については，研修の受講等により基礎的な知識・
技能の向上を図る必要がある。」としている。加えて，中央教
育審議会（2015）による「これからの学校教育を担う教員の資
質能力の向上について（答申）」（以下，答申と略す）では，こ
れからの時代の教員に求められる資質能力として，いじめや不
登校など従来指摘されている課題に加え，新たな課題に対応し
た教員養成が求められている。その新たな課題の一つに，イン
クルーシブ教育システム構築の理念を踏まえた，発達障害を含

む特別な支援を必要とする児童生徒等への対応が挙げられてい
る。このように報告や答申では，インクルーシブ教育システム
構築のための専門性として，すべての教員に特別支援教育に関
する一定の知識や技能を有することや発達障害を含む特別な支
援を必要とする児童生徒等への対応が求められている。この点
に関しては，2019年４月から教職課程において，発達障害の内
容を含む特別支援教育に関する内容の必修化が実現されている
（文部科学省, 2019）。
　また，国立特別支援教育総合研究所による「インクルーシブ
教育システムにおける教育の専門性と研修カリキュラムの開発
に関する研究」（澤田, 2014）では，すべての教員に求められ
る専門性として，①集団形成（学級づくり），②学習指導（授
業づくり），③生徒指導を挙げている。そして，インクルーシ
ブ教育システム構築のためには，上記の３つに①特別支援教育
に関する知識・技能の活用，②教職員および関係者の連携・協
働，③共生社会の形成に関する意識といった３つの要素を含め
て考える必要があるとしている。
　このように，インクルーシブ教育システム構築のため，特別
支援教育の知識・技能の習得および活用といった視点の他に，
すべての教員に求められる専門性として，集団形成や学習指
導，生徒指導といった教育の基本ともいえる共通の専門性に加
え，教職員および関係者の連携・協働，共生社会の形成に関す
る意識といった要素も含めて考えることが求められている。
　他方で，これまでにインクルーシブ教育システム構築へ向け
た教員養成に関する研究が以下のように報告されており，一定
の知見が蓄積されつつある。
　鳥海・廣瀬・小畑・古屋・吉井（2016; 2017; 2018; 2019），
鳥海・廣瀬・小畑・古屋・吉井・渡邉（2020; 2021）は，イン
クルーシブ教育に必要な教員養成の内容を明らかにすることを
目的として，４つの段階別に区分した教育養成プログラムの開
発を試みており，各プログラムの内容を検討するために学校現
場の教員を対象としたニーズ調査を行っている。そのニーズ調
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査の中で，今後インクルーシブ教育を行うために必要な学習内
容が示されている。その学習内容としては，①インクルーシブ
教育の理念の理解，②多様な障害に関する知識と理解，③教科
指導の具体的な方法・技能，④個別の指導計画の立て方，⑤個
別の教育支援計画の立て方，⑥児童の実態把握の技能，⑦心
理学に関する知識，⑧医学に関する知識，⑨福祉に関する知
識，⑩保護者理解や相談の知識や技能，⑪他機関との連携や活
用の仕方，⑫ＴＴ（ティーム・ティーチング）の効果的な運用の
仕方，⑬多様な子どもを含む学級経営の仕方，⑭校内支援体制
の効果的な運用の仕方といった14項目が示されている。藤井

（2016）は，インクルーシブ教育に関する授業を受講した学生
の意識の変容を探り，授業の検討・改善を図ることを目的とし
て，特別支援教育コース以外の学生を対象に，授業前後での質
問紙調査を実施している。その結果，インクルーシブ教育に関
する授業が学生の障害や障害者に関する意識の変容や特別支援
学校教諭免許取得に対する意欲の向上に寄与したと指摘してい
る。Forlin・川合・落合・蘆田・樋口（2014）は，インクルー
シブ教育システムの構築・推進に向けた改革のあり方，インク
ルージョンの障壁を取り除くこと，インクルージョンに向けた
学校の再構築，教員養成，ならびに教師教育における大学の役
割について検討している。Forlinらは，インクルーシブな実践
には教員が重要な構成要素であり，教員養成における適切で効
果的なトレーニングが必要であることやインクルーシブ教育が
単独のコースとして提供されるのではなく，すべての養成コー
スの一部としてすべての教育課程分野に組み込まれなければな
らないことを指摘している。吉利・高橋（2013）は，ハワイ大
学マノア校の教員養成システムにおける同時履修プログラムの
概要を整理することによって，通常教育教員に対して特殊教育
の専門性を担保する教員養成のあり方を検討している。その結
果，①地域の学校現場との密接な連携に基づき，多くの教育実
習の機会を導入した教員養成が進められていること，②ハワイ
州教育基準委員会の厳密な基準に基づく専門性の担保が図られ
ていることが確認されている。
　一方で，これら先行研究の知見は，インクルーシブ教育シス
テム構築を見据えた教員養成のために依然として重要ではある
が，教員養成段階においてインクルーシブ教育がどのような内
容で教えられているのか，教員養成段階で行われているインク
ルーシブ教育に関する授業の全体的な傾向を示す研究はない。
　そこで本研究では，教員養成段階におけるインクルーシブ教
育に関する授業の全体的傾向を明らかにすることを目的とす
る。そのため，国立教員養成大学におけるインクルーシブ教
育に関する授業のシラバスを対象にテキストマイニングによ
る分析を行った。シラバスを対象とする意義としては，三上
（2007）が述べているように，シラバスには各大学の教育理念
や目的に沿ったカリキュラムを構成する授業科目の内容，方
法，評価方法などが具体的に表現されており，授業はそこに記
述された流れに沿って展開されるからである。

Ⅱ．方法
　分析対象とするシラバスは，国立教員養成大学44校（以下，
当該大学とする）がWeb上で公開しているシラバスとし，全
文検索およびキーワード検索を行い，当該大学で2021年度に開

講されている授業の科目名称に「インクルーシブ教育」を含む
シラバスを抽出した。その結果，科目名称に「インクルーシブ
教育」を含むものは19校33科目であった。
　なお抽出したシラバスの科目には，科目名称が異なるもの
の，授業概要や到達目標，授業計画が同一の科目は１科目とし
て分析した。また，科目名称が同一であるものの，授業概要や
到達目標，授業計画が異なる科目はそれぞれを１科目とした。
　そして，抽出した授業科目内の授業概要，到達目標，授業計
画の３項目をテキストデータに置き換え，計量テキスト分析シ
ステムKH coder（Ver.3. Beta. 04a）（樋口, 2020）を用いたテキ
ストマイニングによる分析を行った。
　各項目における分析では，「特別支援教育」や「知的障害」
といった複合語を強制抽出したうえで，分析に必要な前処理を
行い，抽出された頻出語のリストを作成した。その後，各項目
から抽出された頻出語にどのような関連があるのかを分析する
ため，項目ごとに共起ネットワークを作成し，代表される概念
を抽出した。共起ネットワークとは，出現パターンの似通った
語，すなわち共起の程度が強い語を線で結んだネットワークの
ことであり，線のつながりが語と語の共起を示しているので視
覚的に理解しやすいとされる（樋口, 2020; 183）。

Ⅲ．結果
１． 授業概要の分析
　分析の結果，総抽出語数は3949語，異なり語数は655語で
あった。複合語については12語を強制抽出した。表１は，授業
概要のテキストマイニングから得られた頻出語の頻出順位上位
40語までを示したものである。「インクルーシブ教育」の出現
回数が60回と最も多く，次いで「教育」，「支援」，「授業」，「特
別支援教育」などが多い結果となった。
　次に，授業概要の抽出語をもとに共起ネットワークを作成し
た。集計単位を「段落」，最小出現数を15，描画する共起関係
を60の条件とし，解釈を容易にするために最小スパニングツ
リー描画とした。共起ネットワークの結果，授業概要について
記述されたテキストの抽出語は，表示語数が17語からなり，６
つのSubgraph（以下，サブグラフと略す）に分類された。サブ
グラフとは，用語間で比較的強くお互いに結びついている部分
のことを表す（樋口, 2020; 186）。図１は，表示語とサブグラ
フを踏まえて，６つのグループに分類したものを示したもので
ある。
　グループ１は，「特別支援教育」，「指導」，「児童」「支援」と
いった４つの抽出語で表示されており，「特別支援教育」が用
いられている文脈を確認すると，「特別支援教育の理念を押さ
えつつ…」（以下，下線は筆者が付した），「特別支援教育の視
点から…」，「特別支援教育との関係について…」などの記述が
見られた。このように，各抽出語の文脈を確認したうえで，グ
ループ１の概念は「特別支援教育に関する指導法および発達障
害や知的障害などの特別な教育的ニーズのある児童への支援」
と解釈された。
　このように各グループにおける各抽出語が用いられている文
脈を確認したうえで，各グループに代表される概念は以下の通
りである。グループ２の概念は「インクルーシブ教育の現状と
課題およびその実践」，グループ３の概念は「障害のある子ど
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もへの教育およびインクルーシブ教育システム」，グループ４
の概念は「講義形式での特別な教育的ニーズのある子どもへの
支援方法や支援体制の構築方法」，グループ５の概念は「学校
現場におけるインクルーシブ教育について，グループワークお
よびティームティーチング，観察実習，対話的な講義形式など
の方法で授業を行う」，グループ６の概念は「IN-childへの支
援を踏まえたインクルーシブ教育システムの構築と包括的な支
援体制の構築」と解釈された。なお，グループ６における抽出
語の「IN-child」についてシラバスの原文を確認すると，「特別
支援学校，特別支援学級，通常学級の特別支援が求められる児
童生徒を，本授業ではIN-child（Inclusive Needs child：包括的
教育を必要とする子）と再定義し，使用する。」とされている。

２．到達目標の分析
　分析の結果，総抽出語数は3279語，異なり語数は471語で
あった。複合語については12語を強制抽出した。表２は，「到

達目標」のテキストマイニングから得られた頻出語の頻出順位
上位40語までを示したものである。「インクルーシブ教育」の
出現回数が57回と最も多く，次いで「教育」，「理解」，「指導」，
「専門」などが多い結果となった。
　次に，「到達目標」の抽出語をもとに共起ネットワークを作
成した。集計単位を「段落」，最小出現数を15，描画する共起
関係を60の条件とし，解釈を容易にするために最小スパニング
ツリー描画とした。共起ネットワークの結果，到達目標につい
て記述されたテキストの抽出語は，表示語数が19語からなり，
７つのサブグラフに分類された。図２は，表示語とサブグラフ
を踏まえて，７つのグループに分類したものを示したものであ
る。
　グループ１は，「インクルーシブ教育」，「課題」，「理解」，「説
明」，「理念」といった５つの抽出語で表示されており，「イン
クルーシブ教育」が用いられている文脈を確認すると，「イン
クルーシブ教育の理念を知り…」（以下，下線は筆者が付し

表１　授業概要から得られた頻出語

表２　到達目標から得られた頻出語
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図１　授業概要の共起ネットワーク

図２　到達目標の共起ネットワーク
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た），「インクルーシブ教育という視点から…」，「インクルーシ
ブ教育の在り方について…」などの記述が見られた。このよう
に，各抽出語の文脈を確認したうえで，グループ１の概念は
「インクルーシブ教育の理念や課題を理解し，説明する」と解
釈された。
　このように各グループにおける各抽出語が用いられている文
脈を確認したうえで，各グループに代表される概念は以下の通
りである。グループ２の概念は「特別支援教育における制度や
理念の理解および特別支援教育コーディネーターの機能と役割
の理解，障害特性の理解および障害のある子どもへのアプロー
チを理解する」，グループ３の概念は「IN-childへの教育的診
断に基づいた情報を収集および共有することを通して，指導方
法や支援計画を作成および工夫をする」，グループ４の概念は
「障害などの特別な教育的ニーズのある子どもへの教育や支援
の在り方を理解し，構想する」，グループ５の概念は「インク
ルーシブ教育の理念や定義，意義を理解し，説明することや特
別な教育的ニーズのある子どもへの指導方法を理解し，説明す
ることを通したコミュニケーションスキルや専門性の獲得およ
び向上」，グループ６の概念は「特別な教育的ニーズのある子
どもへの支援方法および指導方法を理解し，向上を図る」，グ
ループ７の概念は「インクルーシブ教育に関する諸問題を解決
するための基本的な能力と技法を習得する」と解釈された。

３．授業計画の分析
　分析の結果，総抽出語数は6212語，異なり語数は752語で
あった。複合語については12語を強制抽出した。表３は，「授
業計画」のテキストマイニングから得られた頻出語の頻出順位
上位40語までを示したものである。「インクルーシブ教育」の
出現回数が136回と最も多く，次いで「支援」，「事例」，「教育」，
「指導」などが多い結果となった。
　次に，「授業計画」の抽出語をもとに共起ネットワークを作
成した。集計単位を「段落」，最小出現数を15，描画する共起
関係を60の条件とし，解釈を容易にするために最小スパニング
ツリー描画とした。共起ネットワークの結果，授業計画につい
て記述されたテキストの抽出語は，表示語数が34語からなり，

９つのサブグラフに分類された。図３は，表示語とサブグラフ
を踏まえて，９つのグループに分類したものを示したものであ
る。
　グループ１は，「支援」，「方法」，「肢体不自由」，「児」，「内
容」，「必要」，「分析」，「IN-child」，「事例」，「指導」，「学習」
といった11つの抽出語で表示されている。「支援」が用いられ
ている文脈を確認すると，「支援内容・方法等の評価…」（以下，
下線は筆者が付した），「特別な支援を必要とする児童等の障害
の特性と支援の内容・方法…」などの記述が見られた。このよ
うに，各抽出語の文脈を確認したうえで，グループ１の概念は
「肢体不自由や知的障害などの特別な支援を必要とする児童等
への支援内容や支援方法および学習指導，IN-childなど特別な
支援を必要とする子どもの事例分析および事例検討」と解釈さ
れた。
　このように各グループにおける各抽出語が用いられている文
脈を確認したうえで，各グループに代表される概念は以下の通
りである。グループ２の概念は「保育園や学校などの視察先に
おける課題等の検討および議論」，グループ３の概念は「障害
のある児童生徒の特性や支援内容および方法」，グループ４の
概念は「インクルーシブ教育の理論と実践」，グループ５の概
念は「インクルーシブ教育や特別支援教育の基礎とインクルー
シブ教育における合理的配慮」，グループ６の概念は「個別
の指導計画および教育支援計画の作成」，グループ７の概念は
「オンライン授業といったメディアを活用した講義形式や対面
による講義形式」，グループ８の概念は「３〜４年次での発表，
レポートの作成および発表」，グループ９の概念は「世界にお
けるインクルーシブ教育と特別なニーズ教育の国際的動向」と
解釈された。

Ⅳ．考察
　本研究では，教員養成段階におけるインクルーシブ教育に関
する授業の全体的傾向を明らかにするために，国立教員養成大
学におけるインクルーシブ教育に関する授業のシラバスを対象
にテキストマイニングによる分析を行った。以下では，各項目
の分析結果の概略を示し，シラバスのテキストマイニングによ

表３　授業計画から得られた頻出語

図３　授業計画の共起ネットワーク 

 
 

 
図 3 授業計画の共起ネットワーク 
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る分析から得られた傾向について考察を述べる。

１．授業概要について
　授業概要のテキストマイニングによる分析の結果，授業概要
から得られた頻出語は，表１の通り，「インクルーシブ教育」，
「教育」，「支援」，「授業」，「特別支援教育」などの抽出語が多
い結果となった。特に頻出順位が10位までの頻出語の中で「支
援」や「特別支援教育」，「障害」，「IN-child」など，特別支援
教育に関する抽出語が多く見られた。これらの抽出語が用いら
れている文脈を確認したうえで，例えば，「特別の支援を必要
とする幼児，児童及び生徒の障害の特性および支援内容・方法
について学び…」といった記述が見られ，障害のあるこどもや
特別な支援を必要とする子どもへの教育や支援の在り方など，
特別支援教育と関連する内容が授業で扱われていることがうか
がえる。
　次に，授業概要の抽出語をもとに作成した共起ネットワーク
の結果，図１の通り，６つのグループに分類された。これら
グループの解釈の結果，グループ１は「特別支援教育に関す
る指導法および発達障害や知的障害などの特別な教育的ニーズ
のある児童への支援」，グループ２は「インクルーシブ教育の
現状と課題およびその実践」，グループ３は「障害のある子ど
もへの教育およびインクルーシブ教育システム」，グループ４
は「講義形式での特別な教育的ニーズのある子どもへの支援方
法や支援体制の構築方法」，グループ５は「学校現場における
インクルーシブ教育について，グループワークおよびティーム
ティーチング，観察実習，対話的な講義形式などの方法で授業
を行う」，グループ６は「IN-childへの支援を踏まえたインク
ルーシブ教育システムの構築と包括的な支援体制の構築」と解
釈された。
　これらの結果から，授業概要では，インクルーシブ教育の現
状や課題などを踏まえつつ，障害や特別なニーズを有する子ど
もに対する支援や指導についての学習内容などが扱われてお
り，中央教育審議会の報告や答申で述べられているような特別
支援教育と関連のある内容が扱われていることがうかがえる。
特に，鳥海ら（2016; 2017; 2018; 2019; 2020; 2021）で述べられ
ているインクルーシブ教育を行うために必要な学習内容のイン
クルーシブ教育の理念の理解，多様な障害に関する知識と理
解，校内支援体制の効果的な運用の仕方といった項目が扱われ
ていると推察される。
　一方で，澤田（2014）によって指摘されている教職員および
関係者の連携・協働や共生社会の形成に関する意識と関係する
抽出語は少なかった。その中でも，ティームティーチングと
いった教職員や関係者の連携・協働に関連する抽出語は，一部
見られるものの頻出が少なく，大学教員と外部講師（学校現場
教員）によるティームティーチングといった講義形式のことを
指していた。このことから，どのようにして教職員や関係者が
連携・協働していくのか，特に大学との連携・協働だけではな
く，学校内および医療や福祉の関係者との連携・協働について
授業内で扱われる必要があると考える。また，共生社会の形成
に関する意識についても，澤田（2014）が述べているように，
多様な子ども達が共に学ぶ環境の中，相互に人格と個性を尊重
し合い，多様性を認め合うことを教員が意識できるような学習

内容を扱う必要があると考える。

２．到達目標について
　到達目標のテキストマイニングによる分析の結果，到達目標
から得られた頻出語は，表２の通り，「インクルーシブ教育」，
「教育」，「理解」，「指導」，「専門」などの抽出語が多い結果と
なった。特に頻出順位が10位までの頻出語の中で「理解」や
「専門」，「スキル」，「コミュニケーション」などの抽出語が他
の項目と比較して多く見られた。これらの抽出語が用いられて
いる文脈を確認したうえで，例えば，「インクルーシブ教育の
理念，定義，意義を理解し，説明することができる」など，コ
ミュニケーションスキルやインクルーシブ教育や特別支援教育
に関する専門性を習得および活用することが授業における目標
として設定されていることがうかがえる。
　次に，「到達目標」の抽出語をもとに作成した共起ネット
ワークの結果，図２の通り，７つのグループに分類された。こ
れらグループの解釈の結果，グループ１は「インクルーシブ
教育の理念や課題を理解し，説明する」，グループ２は「特別
支援教育における制度や理念の理解および特別支援教育コー
ディネーターの機能と役割の理解，障害特性の理解および障
害のある子どもへのアプローチを理解する」，グループ３は 
「IN-childへの教育的診断に基づいた情報を収集および共有す
ることを通して，指導方法や支援計画を作成および工夫をす
る」，グループ４は「障害などの特別な教育的ニーズのある子
どもへの教育や支援の在り方を理解し，構想する」，グループ
５は「インクルーシブ教育の理念や定義，意義を理解し，説明
することや特別な教育的ニーズのある子どもへの指導方法を理
解し，説明することを通したコミュニケーションスキルや専門
性の獲得および向上」，グループ６は「特別な教育的ニーズの
ある子どもへの支援方法および指導方法を理解し，向上を図
る」，グループ７は「インクルーシブ教育に関する諸問題を解
決するための基本的な能力と技法を習得する」と解釈された。
　これらの結果から，到達目標では，インクルーシブ教育およ
び特別支援教育の理念や定義を理解するなどの理論的な目標か
ら，特別な教育的ニーズのある子どもへの支援方法および指導
方法を理解するなどの実践的な目標まで幅広く設定されてい
ると考えられる。特に，鳥海ら（2016; 2017; 2018; 2019; 2020; 
2021）で述べられているインクルーシブ教育を行うために必要
な学習内容のインクルーシブ教育の理念の理解，多様な障害に
関する知識と理解，個別の指導計画の立て方，個別の教育支援
計画の立て方，児童の実態把握の技能，校内支援体制の効果的
な運用の仕方といった項目が扱われていると推察される。
　一方で，授業概要と同様に，澤田（2014）によって指摘され
ている教職員および関係者の連携・協働や共生社会の形成に関
する意識と関係する抽出語は少なかった。特にインクルーシブ
教育システム構築に向けて，校内外の教員や関係者が連携・協
働するためには特別支援教育コーディネーターの役割が重要に
なるであろう。しかし，「特別支援教育コーディネーター」は，
到達目標における抽出語の中で６回しか出現しておらず，十分
に扱われていない可能性が考えられる。このことから，どのよ
うにして教職員や関係者が連携・協働していくのか，特に特別
支援教育コーディネーターの役割や機能など，基本的な知識や
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技能の習得が学習内容として考慮される必要があると考える。

３．授業計画について
　授業計画のテキストマイニングによる分析の結果，授業計画
から得られた頻出語は，表３の通り，「インクルーシブ教育」，
「支援」，「事例」，「教育」，「指導」などの抽出語が多い結果と
なった。特に頻出順位が10位までの頻出語の中で「事例」や
「視察」などの抽出語が他の項目と比較して多く見られた。こ
れらの抽出語が用いられている文脈を確認した上で，例えば，
「肢体不自由児の事例分析及び指導方法」といった記述が見ら
れ，肢体不自由や病弱など，具体的な障害種を事例に挙げなが
ら授業が展開されていると考えられる。また，幼稚園や保育
園，小・中学校，特別支援学校など，あらゆる学校現場での視
察が計画されており，様々な学校現場における特別な教育的
ニーズを有する子どもの様子を見聞きし，経験することのでき
る機会が設定されていることがうかがえる。
　次に，「授業計画」の抽出語をもとに作成した共起ネット
ワークの結果，図３の通り，９つのグループに分類された。こ
れらグループの解釈の結果，グループ１は「肢体不自由や知
的障害など特別な支援を必要とする児童等への支援内容や支援
方法および学習指導，IN-childなど特別な支援を必要とする子
どもの事例分析および事例検討」と解釈された。グループ２
は「保育園や学校などの視察先における課題等の検討および
議論」，グループ３は「障害のある児童生徒の特性や支援内容
および方法」，グループ４は「インクルーシブ教育の理論と実
践」，グループ５は「インクルーシブ教育や特別支援教育の基
礎とインクルーシブ教育における合理的配慮」，グループ６は
「個別の指導計画および教育支援計画の作成」，グループ７は
「オンライン授業といったメディアを活用した講義形式や対
面による講義形式」，グループ８は「３〜４年次での発表，レ
ポートの作成および発表」，グループ９は「世界におけるイン
クルーシブ教育と特別なニーズ教育の国際的動向」と解釈され
た。
　これらの結果から，授業計画では，インクルーシブ教育や特
別支援教育の基礎的な内容，障害など特別な教育的ニーズを有
する子どもへの支援や指導についての内容，個別の指導計画お
よび個別の教育支援計画など，理論的かつ実践的な内容が扱わ
れていることがうかがえる。また，学校等の視察を通じて実際
に特別な教育的ニーズを有する子どもの実態や様子を検討する
機会が設けられており，よりインクルーシブ教育を実践的に
行う基盤が作られていると考えられる。特に，鳥海ら（2016; 
2017; 2018; 2019; 2020; 2021）で述べられているインクルーシ
ブ教育を行うために必要な学習内容のインクルーシブ教育の理
念の理解，多様な障害に関する知識と理解，教科指導の具体的
な方法・技能，個別の指導計画の立て方，個別の教育支援計画
の立て方，児童の実態把握の技能といった項目が扱われている
と推察される。
　一方で，授業概要や到達目標と同様に，澤田（2014）によっ
て指摘されている教職員および関係者の連携・協働や共生社会
の形成に関する意識と関係する抽出語は少なかった。共生社会
の形成に関する意識に関しては，前述したように多様性を認め
合うことを教員が意識できるような学習内容を扱う必要がある

ものの，授業計画における抽出語の中で「多様性」は，４回し
か出現していなかった。これらの文脈を確認すると，多様性と
は何かについてグループワークでのディスカッションを実施し
ている授業が１件のみあった。このことから，障害のある子ど
もや特別な教育的ニーズのある子どもなど，多様な子どもたち
が共に学ぶために，教員がより多様性を意識できるような学習
内容を扱う必要があると考える。
　以上のことを踏まえて，授業概要，到達目標，授業計画の各
項目において特別支援教育に関する抽出語が多く見られた。こ
のことは，中央教育審議会の報告や答申で述べられているよう
な特別支援教育に関する一定の知識や技能がインクルーシブ教
育と関連付けられながら教員養成段階において教えられている
と考えられる。そして，教職課程における特別支援教育に関す
る内容の必修化の影響もあるが，インクルーシブ教育システム
を踏まえた，教員の特別支援教育に関する知識・技能の習得お
よび活用といった専門性が大学の授業において担保されつつあ
ると推察される。
　一方で，授業概要，到達目標，授業計画の各項目において，
澤田（2014）によって指摘されている教職員および関係者の連
携・協働や共生社会の形成に関する意識と関連のある抽出語
が少なかった。加えて，鳥海ら（2016; 2017; 2018; 2019; 2020; 
2021）によって示されているインクルーシブ教育を行うために
必要な学習内容の心理学に関する知識，医学に関する知識，福
祉に関する知識，保護者理解や相談の知識や技能，TTの効果
的な運用の仕方，多様な子どもを含む学級経営の仕方に関する
抽出語が少なかった。これらのことから，上記の学習内容は授
業の中で十分に扱われていない可能性があり，上記の学習内容
も考慮した授業計画および授業展開が今後実施される必要があ
ると考える。

Ⅴ．おわりに
　本研究では，教員養成段階におけるインクルーシブ教育に関
する授業の全体的傾向を明らかにすることを目的とし，国立教
員養成大学におけるインクルーシブ教育に関する授業のシラバ
スを対象にテキストマイニングによる分析を行った。
　教員養成段階におけるインクルーシブ教育に関する授業の全
体的傾向として，中央教育審議会の報告や答申で述べられてい
るような特別支援教育に関する知識の習得および活用や発達障
害を含む特別な支援を必要とする児童生徒等への対応について
の学習内容が扱われていることが示唆された。一方で，教職員
および関係者の連携・協働や共生社会の形成に関する意識，心
理学に関する知識，医学に関する知識，福祉に関する知識，保
護者理解や相談の知識や技能，TTの効果的な運用の仕方，多
様な子どもを含む学級経営の仕方といった学習内容が十分に扱
われていない可能性が示唆された。
　しかしながら，シラバスから得られる情報は全体的傾向の一
端を示すものであり，実際に大学での授業内で扱われていない
可能性やシラバスに記載のない内容が扱われている可能性も考
えられる。このことを踏まえて，今後はインクルーシブ教育に
関する授業のシラバスに記載されている内容と実際に行われて
いる授業を比較し，どの程度関連性があるのか，どのような内
容が扱われるべきなのか，大学で実際に行われている授業を対
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象に検討していく必要があろう。また，本研究では科目名称に
「インクルーシブ教育」が含まれる授業のシラバスを対象に分
析を行ったが，科目名称に含まれていない授業科目内で部分的
にインクルーシブ教育を扱う授業が散見された。それを踏まえ
て，インクルーシブ教育がどのような授業科目内で部分的に扱
われているのか，どのような内容が扱われているのか検討して
いく必要があると考える。

付記
　本研究は，2020年12月に開催された日本発達障害学会第55回
大会で筆者がポスター発表した研究の一部を修正，加筆したも
のである。
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